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　はじめに
　日本は気象学的・地質学的にみて、台風や地震などの
自然災害が発生しやすい。2011年3月に発生した東日本
大震災では、震災直後の大津波などにより約2万人が死
亡または行方不明である1）。また、首都圏直下を震源と
するマグニチュード7級の地震発生率は30年以内で70%
と予測されており2）、「次の震災」への不安が叫ばれてい
る。2011年9月に15歳～64歳までの1,941人の防災意識を
調査した結果、9割の人が大震災前よりも防災意識が高
まっていた3）。一方、大震災前に和歌山県内の学生を対
象にした調査では、災害に備えて食料や医薬品を備蓄し
ていなかった者は、大学生253名中53.4%であり、小中高
生に比べて高かった4）。日本大学の学生602名の調査では、
不安の有無に関わらず約8割の者が防災対策をしていな
かった5）。このように大学生の防災対策が少ない理由と
して、多くは進学のために転居して一人暮らしをしてお
り、居住地の地形や避難場所の把握が不十分であること
と、地域との繋がりが薄いことが考えられる。
　防災意識に関連する要因として、一般市民を対象にし

た研究6-8）では、出身地域、家族構成、防災の知識が挙
げられている。大学生を対象にした研究9-12）では、性別、
年齢、所属、居住形態、被災体験、災害ボランティア活
動の経験、メディアからの情報、災害の知識が挙げられ
ている。しかし、これらの調査はすべて大震災以前に行
われたものである。大震災によって国内全域が大規模な
被害を受け、国全体の防災への関心が高まっている現在
とでは関連要因が異なることが考えられる。
　防災意識が高まると防災行動をとると言われており13,14）、
防災行動は生命を守ることに繋がる。一方、健康への意
識は保健行動との関連が指摘されている15）。防災行動と
保健行動は生命を守るために行動するという点で共通し
ていることから、防災意識と健康への意識も関連してい
ることが考えられる。このように防災意識の関連要因を
明らかにすることで、防災対策を促進する方法を検討す
ることができる。
　本研究の目的は、東日本大震災後の大学生の防災意識
の一つとして防災への関心の実態を明らかにし、健康へ
の意識を含めた防災への関心に関連する要因を検討す
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要　　　旨
　本研究の目的は、東日本大震災後の現在の大学生の防災への関心の実態を明らかにし、関
連要因を検討することである。石川県にある A 大学の全 1 年生のうち 1,072 人を対象に、防
災への関心、災害に関する知識や経験、防災対策について調査した。その結果、ハザードマッ
プと防災マニュアルの存在を知らない者が半数以上おり、防災に全く関心がない者もいた。
実施していた防災対策として最も多かったのは避難袋の準備であるが、約 2 割の者しか実施
していなかった。防災への関心と有意な関連性がみられたのは、性別、所属、健康への意識、
ハザードマップと防災マニュアルの認知、メディアからの情報、家族・友人の被災経験、災
害ボランティア活動への参加希望だった。以上のことから、健康増進の取り組みを広めて健
康への意識を高めることや、メディアを活用してハザードマップと防災マニュアルを周知し
て防災への関心を高めていくことが必要であると考える。 
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る。本研究結果より、大学生に対して、今後、防災意識
を高めていくための支援について検討する。なお、本
研究では、災害は、地震、火山噴火、水害等によって人
命や人の社会学的活動に被害が生じる自然災害に限定す
る。

　研究枠組み
　図1は本研究の防災への関心の研究枠組みであり、
Beckerに よ る 保 健 信 念 モ デ ル（Health Belief Model : 
HBM）15,16）を一部改変したものである。HBMとは健康行
動における理論的枠組として用いられているモデルの一
つであり、病気に対する認識、関連要因、健康行動の関
係を示したものである。病気に対する認識として、病気
への脅威、健康行動の可能性、健康行動への動機づけが
あり、動機づけの一つとして病気への関心が挙げられて
いる。本研究はHBMと先行研究6-12）を参考にして、病気
に対する認識を防災意識、健康行動を防災対策と位置づ
けた。防災への関心に関連性が予測される背景として、
属性、健康への意識、災害に関する知識、災害に関する
経験を分析する。防災意識の一つとして防災への関心を
明らかにする。防災対策とは、避難袋の準備、居住地の
避難場所の確認、緊急時の連絡方法の確認等とする。

　研究方法
　1．対象
　石川県にあるA大学の全1年生（15学類）を対象とす
る。全学生1,807人中、1,212人から回答を得た（回収率
67.0%）。そのうち有効回答は1,072人だった（有効回答率
88.4%）。

　2．調査内容
　防災への関心の背景として、属性、健康への意識、災
害に関する知識と経験を調査した。属性は性別、年齢、
所属、一人暮らし、家族内において避難時に支援を要す
る要支援者（災害対策基本法）の有無、出身地域の6項目、
健康への意識は健康に気をつけているか調査した。災害
に関する知識は、居住地域のハザードマップと防災マ
ニュアルの認知とメディアからの情報の3項目を調査し
た。災害に関する経験は、自分と家族・友人の被災経験
と災害ボランティア活動の経験の有無、および災害ボラ
ンティア活動を申請して待機している者がいることを予
想し、災害ボランティア活動の希望の有無についても調
査することとし、以上の4項目を調査した。防災への関
心はその頻度と程度を調査した。防災対策として、避難
袋の準備、居住地の避難場所の確認、緊急時の連絡方法
の確認等の11項目を調査した。なお、健康への意識と防
災への関心はVisual Analogue Scale（VAS）を用いて調
査した。これらは10点満点として得点が高いほど、健康
に気をつけている、防災に関心があることを示す。
　3．調査期間と調査方法
　2012年9月～10月に行った。成績公布後、または講義
後に無記名自記式質問紙を配布し、即時回収を行った。
即時回収できなかった学類は校内に回収箱を設置して、
後日、回収した。
　4．分析方法
　防災意識、背景、防災対策の各項目について集計して
分布を調べた。防災への関心の頻度と程度の2分類軸に
基づく非階層的クラスター分析を行い、防災への関心を
類型化した。その類型に関連する要因について、χ2検定、
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  図１ 防災への関心の研究枠組み 

 

〈健康への意識〉 

〈災害に関する経験〉 
・被災経験（自分、家族・友人） 
・災害ボランティア活動（経験、希望） 

〈災害に関する知識〉 
・ハザードマップ・防災マニュアルの認知 
・メディアからの情報 

〈防災への関心〉

・頻度 
・程度 

〈災害への脅威〉 

〈防災行動の可能性〉 

・避難袋の準備 
・飲料水の備蓄（3 日分） 
・食料の備蓄 （3 日分） 
・貴重品の管理 
・家具の転倒防止対策 
・消火器の場所の確認 
・居住地の避難場所の確認 
・緊急時の連絡方法の確認 
・大学内での避難方法の確認 
・外出先での避難方法の確認 
・地域の避難訓練に参加 
 

〈基本属性〉 
・性別     ・一人暮らし 
・年齢     ・家族内の要支援者 
・所属     ・出身地域 

図 1　防災への関心の研究枠組み
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－石川県内の一総合大学1年生を対象として－

一元配置分散分析（ANOVA）、Tukeyによる多重比較を
用いて分析した。有意水準は5%とした。解析にはSPSS 
Ver15.0を用いた。
　5．倫理的配慮
　本研究は金沢大学医学倫理審査委員会の承認を得て実
施した（2012年8月8日HS24-8-1）。大学に文書で研究の趣
旨を説明して協力の同意を得た。対象者の同意は調査用
紙への回答をもって判断した。調査前に、研究参加は本
人の自由意思により行うことと、調査への回答に負担を
感じたときはいつでも中断することができ、不利益は一
切生じないことを文書で説明した。収集したデータは本
研究以外に使用せず、統計的に処理を行い、公表する際
は個人が特定されないようにプライバシーを厳守した。

　結果
　1．対象者の背景
　1）属性
　1,072人中、男性655人（61.1%）、女性417人（38.9%）で、
平均年齢は18.8±1.2歳だった。所属は、理工学域473人

（44.1%）、医薬保健学域341人（31.8%）、人間社会学域
258人（24.1%）だった。一人暮らしをしている者は818人

（76.3%）だった。同居・別居を問わず家族内に要支援者
がいる者は383人（35.7%）だった（表1）。出身地域は、北
陸552人（51.5%）、甲信越・東海308人（28.7%）、東北・関

東99人（9.2%）、その他113人（10.6%）だった。
　2）健康への意識
　健康に気をつけている程度は10点満点中、平均6.0±2.1
点だった（表1）。
　3）災害に関する知識
　ハザードマップと防災マニュアルの存在を知っている
者は、それぞれ485人（45.2%）、267人（24.9%）、メディア
から災害関連情報を得ている者は734人（68.5%）だった

（表1）。
　4）災害に関する経験
　被災体験がある者は174人（16.2%）、家族・友人に被災
経験がある者は332人（31.0%）だった。災害ボランティ
ア活動の経験がある者は113人（10.5%）、ない者は959人

（89.5%）であり、活動していない理由は、機会がない526
人（54.8%）、時間がない282人（29.4%）、興味がない127人

（13.2%）等だった。災害ボランティア活動を希望する者
は798人（74.4%）だった（表1）。
　5）防災対策の実態
　避難袋の準備をしていたのは248人（23.1%）、居住地の
避難場所の確認は234人（21.8%）、緊急時の連絡方法の確
認は178人（16.6%）、貴重品の管理は175人（16.3%）、飲料
水の備蓄は135人（12.6%）、家具の転倒防止対策は134人

（12.5%）、食料の備蓄は125人（11.7%）の順で実施者が多
かった（図2）。

表1　対象者の背景　　　　　　　　　

全体
n=1072

1群
n=228

2群
n=374

3群
n=241

4群
n=229

χ
2
検定

ｐ値
Tukeyによる
多重比較

男性 655（61.1） 134（58.8） 204（54.5） 184（76.3） 133（58.1） 0.000***

女性 417（38.9）  94（41.2） 170（45.5）  57（23.7）  96（41.9）

理工学域 473（44.1） 102（44.7） 158（42.2） 119（49.4）  94（41.0） 0.000***

医薬保健学域 341（31.8）  51（22.4） 117（31.3）  88（36.5）  85（37.1）

人間社会学域 258（24.1）  75（32.9）  99（26.5）  34（14.1）  50（21.8）

一人暮らし 818（76.3） 175（76.8） 281（75.1） 189（78.4） 173（75.5） 0.806

他 254（23.7）  53（23.2）  93（24.9）  52（21.6）  56（24.5）

有り 383（35.7）  84（36.8） 136（36.4）  84（34.9）  79（34.5） 0.936

無し 689（64.3） 144（63.2） 238（63.6） 157（65.1） 150（65.5）

知っている 485（45.2） 140（61.4） 171（45.7）  79（32.8）  95（41.5） 0.000***

知らない 587（54.8）  88（38.6） 203（54.3） 162（67.2） 134（58.5）

知っている 267（24.9）  85（37.3）  96（25.7）  37（15.4）  49（21.4） 0.000***

知らない 805（75.1） 143（62.7） 278（74.3） 204（84.6） 180（78.6）

得ている 734（68.5） 193（84.6） 279（74.6） 111（46.1） 151（65.9） 0.000***

得ていない 338（31.5）  35（15.4）  95（25.4） 130（53.9）  78（34.1）

有り 174（16.2）  45（19.7）  54（14.4）  39（16.2）  36（15.7） 0.393

無し 898（83.8） 183（80.3） 320（85.6） 202（83.8） 193（84.3）

有り 332（31.0）  93（40.8） 102（27.3）  70（29.0）  67（29.3） 0.004**

無し 740（69.0） 135（59.2） 272（72.7） 171（71.0） 162（70.7）

有り 113（10.5）  30（13.2）  43（11.5）  19（ 7.9）  21（ 9.2） 0.233

無し 959（89.5） 198（86.8） 331（88.5） 222（92.1） 208（90.8）

有り 798（74.4） 202（88.6） 290（77.5） 138（57.3） 168（73.4） 0.000***

無し 274（25.6）  26（11.4）  84（22.5） 103（42.7）  61（26.6）

1群＞2,3,4群

2群＞3群

3群＜4群

人数（%），**ｐ<0.01，***ｐ<0.001，a 一元配置分散分析

性別

属性

災害に
関する
知識

家族・友人の被災
経験

自分の被災体験

メディアからの情
報

防災マニュアルの
存在

災害に
関する
経験

ハザードマップの
存在

家族内の要支援者

一人暮らし

所属

災害ボランティア
活動経験

災害ボランティア
活動の希望

健康への意識（10点満点）平均値±標準偏差 0.000
a***6.0±2.1 7.1±1.9 6.1±1.7 5.0±2.5 5.8±2.0

表 1　対象者の背景
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　2．防災への関心
　関心の頻度（防災をいつ意識しているか）は10点満点
中、平均4.0±2.3点、最大10.0点、最小0.0点だった。関心
の程度（防災にどれくらい関心があるか）は平均5.2±2.3
点、最大10.0点、最小0.0点だった。
　防災への関心に関連する要因を分析するため、関心の
頻度と程度による2分類軸に基づく非階層的クラスター
分析を行い、4群に分類した。1群（228人）は関心の頻度
と程度が高い群で、頻度7.0±1.4点、程度7.7±1.1点だっ
た。2群（374人）は頻度と程度が中程度の群で、頻度4.8±
0.9点、程度5.3±1.1点だった。3群（241人）は頻度と程度
が低い群で、頻度1.7±1.1点、程度2.0±1.1点だった。4群

（229人）は頻度が低く程度は中程度の群で、頻度2.1±2.0
点、程度5.9±1.4点だった（図3）。頻度と程度はそれぞれ
4群間に有意差がみられた（ANOVA,p<0.001）。多重比較
の結果、すべての群間で有意差がみられた。
　3．防災への関心の関連要因
　1）属性
　防災への関心と性別には有意な関連がみられた。特に
3群は男性の割合が高かった。所属も有意に関連してお
り、1群は理工学域、人間社会学域、医薬保健学域の順
で多かったが、その他の群は理工学域、医薬保健学域、
人間社会学域の順で多かった（表1）。
　2）健康への意識
　健康に気をつけている程度は、4群間に有意差がみら
れた（ANOVA,p<0.001）。多重比較の結果、1群は2群と
3群と4群より有意に高く、2群と4群は3群より有意に高
かった（表1）。
　3）災害に関する知識
　防災への関心とハザードマップと防災マニュアルの認

知、およびメディアからの情報には有意な関連がみられ
た。いずれも、1群は知識がある者の割合が高く、3群は
低かった（表1）。
　4）災害に関する経験
　防災への関心と自分の被災体験には関連はみられな
かったが、家族・友人の被災経験には有意な関連がみら
れた。1群は被災経験をした家族・友人がいる者の割合
が高かった。災害ボランティア活動の経験には関連はみ
られなかったが、活動の参加希望には有意な関連がみら
れた。3群は希望しない者の割合が高かった（表1）。
　以上の結果より、防災への関心に関連性がみられたの
は、性別、所属、健康への意識、ハザードマップと防災
マニュアルの認知、メディアからの情報、家族・友人の
被災経験、災害ボランティア活動の参加希望だった。
　
　考察
　1．防災への関心の実態について
　1,072人中、被災体験があった者は174人、家族や友人
に被災経験があった者は332人いた。東日本大震災以前
に石川県内でも能登半島地震や浅野川洪水による災害が
発生しており、今後も災害の発生が予測される。それに
も関わらず、ハザードマップと防災マニュアルの存在を
知らない者が半数以上みられ、防災に全く関心がない者
もいた。Oztekinら17）が宮崎県の看護大学生291人のうち
54.3％の者が防災の知識が十分でなく、これはイスタン
ブールの看護大学生よりも高率であり、防災教育の必要
性を指摘している。このように、大学生の防災への関心
を高めて災害に関する知識を増やすためのアプローチが
早急に必要である。
　吉村ら10）が都心の大学生325人の防災対策を調査し
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た結果、貴重品の管理は約18.0%、飲料水の備蓄は約
61.0%、食料の備蓄は約61.0%の者が実施していた。本研
究ではそれぞれ16.3%、12.6%、11.7%であり、いずれも
先行研究に比べて低かった。この理由として、大学の所
在地と学生の出身地域の影響が考えられる。さらに本研
究は、それら以外の防災対策の実態を明らかにしたが、
いずれも実施者が少なく、大学生全体の防災対策を高め
ていく必要性が示唆された。
　2．防災への関心の関連要因について
　これまで、大学生の防災意識の関連要因は東日本大震
災以前には調査されているが 9,10,12）、大震災後は調査され
ていない。本研究は大震災後の大学生の防災への関心を
明らかにし、その関連要因を分析した。また、寺村ら13）

と桝田ら14）は、防災への関心を高めることで防災意識全
体が高まると述べているが、関心の頻度13）または程度14）

のどちらかだけで評価している。本研究は防災への関心
の頻度と程度の両方を同時に評価した結果を示した。
　本研究より、性別と所属は防災への関心の頻度と程度
に関連性があることが示唆された。これまでにも女性の
方が男性よりも防災意識が高い傾向にあることと9）、文
系学生と理系学生の防災意識に違いがあることが報告さ
れている10,12）。一方、一人暮らしの学生は居住地の知識
や住民とのつながりが希薄であり、行政からの防災情報
が手に入りにくいことから、防災について普段から意識
している者が少ないことと9,12）、横浜市の住民調査の結果
から、要支援者がいる家庭では防災意識が高いことが報
告されている8）。しかし、本研究では一人暮らし、およ
び要支援者の有無と防災への関心との関連性は示されな
かった。今後、性別や所属など他の要因との関連性も含
めて検討していく必要がある。
　健康への意識が高いと防災への関心も高い傾向にある
ことが示唆された。このような関連性を示したのは本研
究が初めてである。これは、保健行動と防災対策が生命
を守るための行動という点で共通しているためであると
考える。したがって、健康な生活習慣の知識を深める機
会や、食育や運動プログラムなどの健康増進の取り組み
を広めて健康への意識を高めていくことにより防災意識
も高くなると考えられる。
　災害に関する知識と防災への関心に関連性がみられ
た。先行研究では、知識が多い者は防災意識が高いこと
が報告されている12）。本研究結果からもハザードマップ
と防災マニュアルの存在を知っている者ほど防災への関
心も高いことが示唆されたことから、防災意識を高める
ために居住地域のハザードマップや防災マニュアルを不
動産関係企業が入居者へ配布することや、大学で紹介す
ることなどの対策が考えられる。また、メディアからの

情報を得た方が防災意識は高まることが報告されてお
り11）、本研究でも同様の結果を得た。メディアを活用し
てハザードマップと防災マニュアルを周知して防災意
識を高めていくことが有効であると考える。
　東日本大震災前の調査では、自分の被災体験の有無と
防災意識に関連はみられなかった9）。大震災以降は関連
性があることを予測したが、本研究においても明らかに
ならなかった。一方、先行研究で、家族または友人に被
災経験がある者は防災意識が高いことが指摘されてお
り11）、本研究でも同様の結果を得た。家族や友人から被
災経験の話や防災対策の重要性を聞くことによって、他
人事のように感じていた災害を身近に感じるため、防災
への関心が高まることが考えられる。
　災害ボランティア活動の経験および参加希望と防災意
識との関連が報告されている7,11）。本研究では災害ボラン
ティア活動の経験と防災への関心との関連性は示されな
かったが、参加希望との関連性は示された。災害ボラン
ティアの参加希望がある者は、災害について調べて知識
を得るため防災意識が高まることが考えられる。防災意
識を高めるためには、災害ボランティア活動は身近なこ
とから始められることを知ってもらうことや、経験者の
話を聞く機会を設けることが大切だと考える。
　3．本研究の限界と今後の課題
　本研究の対象者は一大学の１年生のみであり、大学生
全体への一般化には限界がある。また、防災への関心の
関連要因を分析したが、単変量解析で有意な関連性がみ
られた結果のみであり、今後、要因間の関連性を解明し
ていく必要がある。

　結論
　大学生1,072人を対象にして防災に関する実態を調査し
た結果、災害に関する知識が少ない者は半数以上おり、
防災に全く関心がない者もいた。また、防災対策を実施
している者も少なかった。防災への関心の頻度と程度に
関連性がみられたのは性別、所属、健康への意識、ハザー
ドマップと防災マニュアルの認知、メディアからの情報、
家族・友人の被災経験、災害ボランティア活動への参加
希望だった。
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Interest in disaster prevention and related factors among college students
－ Survey of first-year students of a university in Ishikawa Prefecture －

Yurika Kobayashi, Manami Asakawa*, Tomoko Oda**, Miki Kametani***, Mai Kitajima****, Akika Hirata*****, Ayano Maruyama******, 
Mai Yamamori*******, Asami Yamakoshi********, Keiko Tsukasaki*********, Kaoru Kyota*********, Yukie Kameda*********

The present study was performed to clarify interest in disaster prevention among college 
students after the Great East Japan Earthquake, and to investigate related factors. A total of 
1072 first-year students of a university in Ishikawa Prefecture participated in this study. We 
surveyed their interest in disaster prevention, knowledge, and experience of disasters, as well 
as disaster prevention measures that they had adopted. More than half of the subjects did 
not know about hazard maps or disaster prevention manuals, and some were not interested 
in disaster prevention at all. The most common disaster prevention measure was having an 
emergency kit, but only approximately 20% of the subjects had such a kit. The following 
factors showed significant correlations with an interest in disaster prevention: sex, specialized 
field, awareness of health, acknowledgement of hazard maps and disaster prevention 
manuals, information provided by the media, families’ and friends’ disaster experience, and 
the presence/absence of a desire to participate in volunteer activities for disaster victims. 
Our findings suggest a need to raise awareness among public citizens of health and disaster 
prevention by conducting health promotion activities, and familiarizing them with hazard 
maps and disaster prevention manuals using the media.

Abstract


